村山市商工業活性化・創業支援事業実施要領
（目的）

第１条　この要領は、市内の商工業の活性化を図るため村山市商工会（以下「商工会」という）が小規模企業者や新規創業者等に補助金を交付する際に必要な事項を定めるものとする。　
（定義）

第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)小規模企業者等：小売業及びサービス業で従業員5人以下の事業者または、
製造業で従業員20人以下の事業者。

(2)新規創業者等：申請時点において過去に事業を営んでいない個人（中小企業
基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する小規模企業者及び個
人事業主が異なる業種に参入する場合も含む）。
(3)創業費用等：工事費、設備費、備品費、広告費、物件賃貸料のほか、商工会長
が必要と認めるもの

（補助対象者及び補助対象経費）

第３条　補助対象者及び補助金交付の対象となる経費は別表のとおりとする。
（補助金の申請）

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、商工会長に、商工会の指定する日まで提出しなければならない。

(1) 事業計画書（様式第２号）

(2) 事業実施場所の位置図

(3) 事業実施に係る計画書・見積書等（事業内容・導入設備の額が確認できるもの）
(4) 市税等情報確認承諾書（様式第３号）

(5) 申請者が法人又は団体である場合は、規約、定款又はこれらに準ずる書類

(6) その他商工会長が必要と認めるもの

２ 申請者が前項の申請書を提出するに当たって、申請者について当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない申請者に係る部分については、この限りでない。

（審査会の実施）
第５条　商工会は前条の規定による交付申請書の提出があったときは、補助金の額を査定するため審査会を開き、申請者から説明を受けるものとする。
（補助金の交付決定）
第６条　商工会は、各申請者の事業内容の将来性や実現性などから妥当な補助金額を算定し、速やかに交付決定を行い、各申請者に村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。
（事業の着工）

第７条 事業の着工は、原則として前条に基づく交付決定後に行うものとする。ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情によるときは、あらかじめ村山市商工会に交付決定前着工届（様式第５号）が提出されている場合に限り、交付決定前に着工することができるものとする。
２ 前項の規定により交付決定前に事業に着工する場合は、次の条件を了承しなけれ
ばならない。

(1) 交付決定を受けるまでの期間内に、実施した事業に損失が生じた場合であって
も、これらの損失は、申請者が負担すること。

(2) 交付決定を受けた補助金額がいかなる額であっても異議がないこと。

(3) 着工後、補助金交付決定を受けるまでの期間内に計画変更は行わないこと。
（事業の変更・中止）

第８条　補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付決定を受けた後に補助事業を変更又は中止しようとするときは、商工会長と協議し指示を仰がなければならない。
（実績報告）

第９条　補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、村山市商工業活性化・創業支援事業補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了後30日を経過する日又は当該年度の末日まで商工会長に提出しなければならない。
(1) 事業実績書（様式第２号）

(2) 事業実施に係る領収書（申請時と額が異なる場合は明細書も添付すること）
(3) 事業実施前後の写真
(4) その他商工会長が必要と認めるもの
２ 第４条第２項ただし書の規定により、交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出するにあたり、申請者について当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

３ 第４条第２項ただし書の規定により、申請者は第１項の実績報告書を提出した後において、申請者について消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告書（別記様式第７号）により速やかに商工会長に報告するとともに、商工会長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。また、申請者は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、申請年度の翌年5月31日までに、同様式により商工会長に報告しなければならない。
（補助金の額の確定等）

第１０条　商工会は前条の規定による報告を受けたときは、報告書等の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その内容が適正であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、小規模企業活性化補助金確定通知書（様式第８号）により通知する。
２　前項の規定による補助金等の確定金額が第６条の規定による補助金等の交付決定金額と同額である場合においては、前項に規定する当該補助事業者等に対する補助金等の額の確定の通知を省略することができる。この場合においては、第６条の規定による補助金等の交付の決定金額をもつて前項の規定による補助金等の確定金額とみなす。
（概算払）

第１１条 商工会長は、事業の遂行において特に必要と認めるときは、補助金の交付決定の後に、概算払をすることができる。

２ 申請者は、前項の規定により概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（別記様式第９号）を提出するものとする。

（補助金の請求）

第１２条　前条の規定による補助の額の確定を受けたものは、速やかに小規模企業活性化補助金交付請求書（様式第９号）を商工会に提出しなければならない。

（交付決定の取消し）

第１３条　商工会は、補助を受けたものが次の各号のいずれかに該当すると認めた場合、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　　(1)補助金を目的外に使用したとき。

　　(2)この要綱に基づいて提出された申請書、報告書等の内容に虚偽があったとき。

　　(3)補助金の交付決定に付された条件を遵守しなかったとき。
（補助金の返還）

第１４条　商工会は、前条の規定により交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命じるものとする。
（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は商工会長が別に定める。　

　　
別表
	区分
	補助対象者
	補助対象経費
	商工会が交付すべき補助金の額


	競争力向上事業
	小規模企業者等で、商工会長が認める者
	1台10万円以上の設備の導入費用のうち、商工会長が競争力向上に資すると認めるもの。
	補助対象経費の1/2以内
ただし１申請者あたり10万円を補助上限とする

	創業支援事業
	新規創業者等で、
特定創業支援等事業を受けた者または、商工会長が認める者。
	創業費用等のうち商工会長が必要と認めるもの
	補助対象経費の1/2以内
ただし１申請者あたり100万円を補助上限とする


附　　則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

様式第1号(第４条・申請者→商工会）
令和　　年　　月　　日
村山市商工会長　あて
	申請者
	住所
名称及び代表者名
電話番号
	


村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付申請書
　令和　年度における村山市商工業活性化・創業支援事業について、下記のとおり実施しますので同事業実施要領第４条の規定により補助金　　　　円の交付を申請します。なお、下記の全ての項目について該当することを誓約するとともに、該当しない項目が発見された場合、当該申請書が無効にされても異議ありません。
記

・今年度内に事業を完了させます。
・申請した事業が、村山市の他の補助金等を受けません。
・事業完了後も村山市商工会の継続的な経営指導を受けます。
・市税等（法人の場合は、法人市民税、固定資産税、水道料及び下水道使用料、個人事業主の場合は、個人市民税、固定資産税、水道料及び下水道使用料）の滞納はありません。

・私は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員もしくは暴力団と密接な関係を有する者ではありません。
・今年度内に別の事業を申請しません。
様式第２号（第４条、第９条関係・申請者→商工会）
事 業 計 画 （実 績） 書

１ 事業の目的
　
２ 事業の内容

　
３ 事業完了（予定）日　　 令和　　年　　月　　日
４ 収支予算（精算）書
　(1) 収入の部　　　　　　                                    （単位：円）
	区分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	商工会補助金
その他
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


　(2) 収出の部                                           　　　(単位：円）
	区分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	競争力向上事業費
創業支援事業費
その他
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※消費税仕入控除税額を減額した場合には備考欄に「除税額○○○円 うち国費○○○円」と、消費税仕入控除税額がない場合には「該当なし」と、消費税仕入控除税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

様式第３号（第４条関係・申請者→商工会→市）
同　意　書
（市税等情報確認承諾書）
令和　　年　　月　　日
村山市長　志布　隆夫　あて

申請者　　
住　所　　
氏　名　　
（企業名・代表者 役職）
　村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付申請にあたり、市の職員が申請者に係る市税及び水道料金・下水道使用料の納付状況を確認することについて同意いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

村山市商工業活性化・創業支援事業補助金申請に係る確認について
　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

課長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工観光課長
村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付要綱第４条の規定により、上記の申請について、次のとおり確認をお願いします。
【※　税務課　・　水道課　　記入欄　】
	□滞納なし　（　市税　・　水道料金／下水道使用料　）

	□滞納あり　（　市税　・　水道料金／下水道使用料　）　　　　　

	所見等：

	確認年月日
	　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

	課長名・職印
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


市税について、法人の場合は、法人市民税・固定資産税、個人の場合は、個人市民税・
固定資産税について確認願います

様式第４号(第６条関係・商工会→申請者）
令和　　年　　月　　日
　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　村山市商工会
	
	
	　会長　　　　　　　　　　　印


村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付で申請のあった同補助金について、下記のとおり交付することに決定したので同事業実施要領第６条により通知します。
なお、
記

　　　　　区　　　　　　 分：　競争力向上事業　・　創業支援事業
　　　　　補 助 対 象 経 費：　　　　千円
　　　　　交付決定補助金額 ：　　　　千円
様式第５号(第７条関係・申請者→商工会）
令和　　年　　月　　日
日
村山市商工会長　あて
	申請者
	住所
名称及び代表者名
電話番号
	　　　　　　　　　　



村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付決定前着工届
　村山市商工業活性化・創業支援事業について、下記条件を了承のうえ、補助金交付決定前に着手（着工）したいのでお届けします。
記

・交付決定を受けるまでの期間内に、実施した事業に損失が生じた場合、
いかなる事由であっても、これらの損失は私が負担します。

・交付決定を受けた補助金額がいかなる額であっても異議がありません。

・着手（着工）後、補助金交付決定を受けるまでの期間内に計画変更は行いません。
別添
	区分
	事業内容
	事業費（円）
	着手予定年月日

	
	
	
	令和　年
　　　月　　日


様式第６号(第７条関係・申請者→商工会）
令和　　年　　月　　日
村山市商工会長　あて
	申請者
	住所
名称及び代表者名
電話番号
	　　　　　　　　　　



村山市商工業活性化・創業支援事業実績報告書
　　令和　　年　　月　　日付で交付決定のあった同補助金について、事業が完了しましたので同事業実施要領第９条により関係書類を添付して報告します
様式第７号（第８条関係・申請者→商工会）

令和　　年　　 月　　 日
村山市商工会長　あて

	申請者
	住所
名称及び代表者名
電話番号
	　　　　　　　　　　　　


村山市商工業活性化・創業支援事業補助金消費税仕入控除税額報告書
令和　　年　　月　　日付で交付決定の通知があった村山市商工業活性化・創業支援事業補助金について、同事業実施要領第８条の規定に基づき、下記のとおり報告する。
記
１ 規則第１５条の補助金の額の確定額　　　　　　　金　　 　　　　円

（令和 年 月 日付け 第 号による額の確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　金　　　　　　 円

３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額　金　　　　　　 円

４ 補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　金　　　　　　 円

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。

・ 消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・ 付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・ ３の金額の積算の内訳

・ 補助事業者が消費税法第60 条第４項に定める法人等である場合、
同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

［                                                                   ］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合は、申告予定時期も記載すること。

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載

［                                                                   ］

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。

・ 免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所
得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確
認できる資料

・ 新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であることを確認できる書類

・ 簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・ 補助事業者が消費税法第60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

様式第８号（第１１条関係・商工会→申請者）

令和　　年　　月　　日

申請者　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　村山市商工会


　　　　　　　　　　　　　　　　
会長　　　　　　　　　印

村山市商工業活性化・創業支援事業補助金額の確定通知書

　令和　年　月　日付で実績報告のあった同補助金について、同実施要領第１０条の規定により、その額を下記のとおり確定したので通知します。つきましては、確定補助金額について速やかに様式第９号を提出願います。

記

　　　　区　　　　　　分：　競争力向上事業　・　創業支援事業

　　　　確定補助対象経費 ：　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　確 定 補 助 金 額：　　　　　　　　　　　　　　千円

様式第９号（第１０条、第１２条関係・申請者→商工会）
令和　　年　　月　　日
村山市商工会長　あて
	申請者
	住所
名称及び代表者名
電話番号
	　　　　　　　　



令和　年　　月　　日付で交付決定の通知があった村山市商工業活性化・創業支援事業補助金について、（概算払いを受けたいので）金　　　　　円を請求しますので、振込手数料を控除した額を下記口座にお振込み願います。
記

（単位：円）
	補助金交付
決定額（A）
	既受領額
（B）
	今回請求額
（C）
	残額
（A）-（B+C）
	事業完了
予定年月日
	備考
（概算払の場合：概算払いを受けたい理由）

	
	
	
	
	令和　年
月　　日
	


　補助金振込先
	金融機関名
	本・支店名
	口座種別
	口座番号
	口座名義（カナ）

	
	 本店　
支店　
	普通
当座
	
	


